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1977年 和歌山県和歌山市生まれ
1992年 智弁学園和歌山高校入学
1995年 慶應義塾大学経済学部入学
2001年 国税庁入庁　東京国税局配属
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税務調査のコンサルタントとして活動

全国で税務調査対策研究会を開催し、数千名の
税理士税務調査の正しい対応方法の講座登壇実
績多数

現在、株式会社KACHIEL の代表取締役CEO

久保 憂希也（くぼ ゆきや）元国税調査官
株式会社KACHIEL 代表取締役／CEO

P R O F I L E

【講演実績】
●東京税理士会認定研修 「税務調査の徹底講座」
●九州北部税理士会・博多支部 「税務調査の極選ノウハウ」
●ＴＫＣ北陸会 「税務調査の正しい受け方・適正な反論のやり方」
●岐阜青年税理士連盟 「税務調査のイロハ」
●中国ミロク会計人会 「重加算税の賦課要件と立会い時の対応方法」　　など多数
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9

無予告調査が入られたことに関し「違法性を指摘できるか？」「どのように抗議すべきか？」と質問・
相談を受けましたので、今回と次回の２回にわたって【無予告調査】について解説します。

なお、コロナ禍においては無予告調査はほぼ行われていなかった（そもそも調査官が臨場・対面するこ
と自体が制限されていた）はずですが、今後は無予告調査が増えると予測しています。

まず、無予告調査の法律要件ですが、国税通則法第７４条の９において「調査する場合は事前通知」す
ることを原則としたうえで、下記の規定があります。

　　　国税通則法第７４条の１０
　　　
　　　前条第一項の規定にかかわらず、税務署長等が調査の相手方である同条第三項第一号に掲
　　　げる納税義務者の申告若しくは過去の調査結果の内容又はその営む事業内容に関する情報
　　　その他国税庁等若しくは税関が保有する情報に鑑み、違法又は不当な行為を容易にし、正
　　　確な課税標準等又は税額等の把握を困難にするおそれその他国税に関する調査の適正な遂
　　　行に支障を及ぼすおそれがあると認める場合には、同条第一項の規定による通知を要しな
　　　い。

ここから、無予告調査の法律要件は大きく２つあり、

　　●違法又は不当な行為を容易にし、正確な課税標準等又は税額等の把握を困難にするおそれ
　　●その他国税に関する調査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があると（国税が）認める場合には、事前通知をしない＝無予告調査とされているわけですが、具体的
な判断要素は税務調査に関する手続通達に規定されています。

では、顧問先に無予告調査が入られた場合に、上記を根拠に「規定のようなおそれがないから違法だ」
など、主張・抗議することは可能なのでしょうか。

まず、無予告調査の実施自体は「処分」に該当しませんので、不服申立てなど法的な手続きをすること
はできません。

　　　問２１　事前通知無しに実地の調査が行われた場合、事前通知が行われなかった理由の説
　　　　　　　明はありますか。
　　　　　　　また、事前通知をしないことに納得できない場合には不服を申し立てられますか。
　　　（答）
　　　法令上、事前通知を行わないこととした理由を説明することとはされていません。（略）
　　　また、事前通知をしないこと自体は不服申立てを行うことのできる処分には当たりません
　　　から、事前通知が行われなかったことについて納得いただけない場合でも、不服申立てを
　　　行うことはできません。

また、上記ＦＡＱにもありますが、現実的な問題点として、法律・通達には無予告調査の要件が定めら
れているにも関わらず、その「理由」や「判断した基準」を開示する規定はないことです。
最新の調査手続きに関する国税内規にも下記とあります。

　　　「税務調査手続等に関するＦＡＱ」
　　　（職員用　共通　令和４年６月　国税庁課税総括課）

　　　問２－７　事前通知を行うことなく調査を実施する場合に、納税義務者からその理由を問
　　　　　　　　われた場合、 どのように説明すればよいか。
　　　（答）
　　　法令上、事前通知を行うことなく調査を実施する場合にその理由を納税義務者に説明する
　　　ことは規定されていません。また、質問検査権に関する判例においては、実定法上特段の
　　　定めのない調査の実施の細目については、質問検査の必要があり、かつ、これと相手方の
　　　私的利益の衡量において社会通念上相当な範囲にとどまる限り、権限ある税務職員の合理
　　　的な選択に委ねられるとされています。事前通知を行わなかった理由については、質問検
　　　査等を行う上での法律上の一律の要件とされているものではない旨を納税義務者に丁寧に
　　　説明の上、調査への理解と協力を求めてください。

ですから、調査官に対して「無予告調査の理由を教えてください」と問い、「理由の開示義務はありません」
と回答された場合に食い下がる根拠はありませんし、さらに調査官から「無予告調査の実施にあたって

「国税通則法第７章の２（国税の調査）等関係通達の
制定について（法令解釈通達）」５－７～５－１０
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/
zeimuchosa/120912/03_2.htm#a04_7

合理的な選択・判断をしました」（無予告調査の必要性がありました）と言われると、それに対して反論・
抗議をすることはできないということになります。

このように、無予告調査の要件が規定されているのに、その規定に反してないかを納税者・税理士から
問えない（問うても理由は開示されない）という矛盾をはらんでいます。

では、無予告調査の全事案において適正に調査手続きが履行されているかというと、現実的にはそうで
はないことから、次回はさらに無予告調査を解説します。








